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研究開発費に係る75％の割増損金算入比率の継続適用、製造業の研究開発費に
係る割増損金算入比率を100%までに引き上げる 

背景   

3月5日、李克強総理は第13回全国人民代表大会第4回会議で政府活動報告を行い、「第14次五カ年計画」期間におけ
る革新駆動型発展の維持、現代的産業体制発展の加速化の目標や課題を明確にした。 

同報告によると、2021年の重要な活動の1つとしては、科学技術革新と実体経済との高度な融合を促進し、革新駆動型発
展の役割をより良く発揮することである。具体的には、租税優遇措置による企業の研究開発投資拡大に対する促進、研究開
発費の割増損金算入比率である75%の継続適用、製造業の研究開発費に係る割増損金算入比率の100%への引き上げ
が特に注目されている。 

KPMGの所見    

2021年は中国の近代化において特に重要な1年であり、財政税務政策による促進・指導の効果を充分に発揮し、企業革新
の主導的な地位を強化することは、科学技術革新と実体経済との高度な融合にとって重要な方法である。 

中国は1996年から企業の研究開発費の割増損金算入政策の実施を開始した。その際の適用対象は、国有企業と集団工
業企業のみであった。近年、当該政策が改善されるにつれて、現行の研究開発費の割増損金算入政策は、既に当該政策を
適用しない一部の業界を除き、数多くの業界で適用され、中国の研究開発経費への投資も拡大し続けている。研究開発費
の割増損金算入比率を50%から75%に引き上げた後、減免税額が顕著に増え、企業の革新環境も明らかに向上した。 
• 2018年の企業所得税確定申告データによると、研究開発費の割増損金算入による軽減額は新たに878億人民元増加し
た。 

• 2019年の中国イノベーション指数において、割増損金算入を適用する企業の割合が大幅に上昇し、成長幅は38.9%に達
し、3年連続して全21項目の評価指標において最速な成長を果たした指標となった。これは、側面から革新環境の改善に
対する当該政策の重要な役割を示している。 

• 2020年に研究開発費の割増損金算入政策を適用した企業の軽減額は3,500億人民元を超え、前年同期比で約25%
増加した。 

製造業は、中国国民経済の主導産業であり、供給側改革の重要な分野でもある。中国の製造業は近年、大きな成果をあげ、
数多くの重要な機械・設備を開発してきたものの、製造業の高品質な発展を推進し、伝統的な製造業と情報技術との高度な
融合を促進することは、今後の中国にとって重要な産業戦略であり、厳しい課題でもある。 

概要：  
• 2021年度の政府活動報告では、租税優遇措置を適用して企業の研究開発投資の拡大を推進し、研究開発費の割増
損金算入比率である75%を継続して適用し、かつ製造業の研究開発費に係る割増損金算入比率を100%に引き上げる
ことを明確にした。 
2020年12月31日に失効する予定であった研究開発費の割増損金算入比率である75%が継続適用されることにより、当
該優遇政策を享受する企業を安心させた。また、製造業の研究開発費に係る割増損金算入比率を100%に引き上げる
ことも、製造業により顕著な節税効果をもたらす。 
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今回の政府報告では、製造業の研究開発費に係る割増損金算入比率を100%に引き上げることは、中国が製造業の革新に
よる国民経済の高品質な発展への牽引という戦略的位置づけに合致する。研究開発費の割増損金算入比率の引き上げ及
びその他財政税務政策の製造業に対する優遇は、必然的に製造業の研究開発に係る投資の拡大を促進し、製造業がインダ
ストリアルインターネット、第5世代移動通信システム（5G）、ビッグデータ、人工知能（AI）などの最先端技術を通じて産業
の構造転換・アップグレード及び科学技術の革新の更なる向上をサポートする。 

同報告では、研究開発費に係る75％の割増損金算入比率の継続適用期間を明確にしていない。また、2020年から製造業
の研究開発費に係る割増損金算入比率100%を適用するか否かについても更に明確にする必要がある。通常、財政税務や
科学技術関連主管部門は後続して政策施行に係る詳細を明確化するための通知または公告を公布するだろう。 

KPMGのご提案     

研究開発費の割増損金算入政策に係る更新や変化に対して、企業に以下のことを推奨する。 
• 対応に十分な時間を確保するために、後続の政策細則と従来の政策を比較して、実務上で大きな差異があるか否かに注
目する。特に製造業に携わる企業にとって、割増損金算入比率の引き上げが新たな監督管理要件を伴うか否かについても
今後の明確化が待たれる。 

• 優遇政策を享受する際、政策の適用で直面しうるリスクを全面的に意識・把握し、社内における研究開発費の割増損金
算入管理プロセスを緻密に整理し、制度の構築および政策実務対応水準を強化し、「享受すべき優遇政策を可能な限り
享受し、優遇政策の享受には適切な根拠がある」ことを実現する。 

• 特に製造業の場合、割増損金算入比率の引き上げという優遇政策に直面し、業界の特性を踏まえて、企業の研究開発
費の割増損金算入政策の適用におけるペインポイントを更に分析し、技術および財政税務の観点から政策適用の基盤を
固め、合理的かつコンプライアンス、リスクコントロールできる前提で節税効果の最大化を実現しなければならない。例えば、技
術面において、製造業は研究開発チェーンが長く、関連する部門や段階も多いため、企業は各段階の業務の研究開発特
性を総合的に分析・評価し、完全的な研究開発チェーンを策定し、一部の通常な技術活動を研究開発活動に含まない。
また、財政税務面において、製造業の財務会計体制は複雑である。企業は、プロジェクトと費用との関連性を明確に示すた
めに、説得力のあるプロジェクト費用抽出および集計の計算ロジックを構築する必要がある。 

KPMGは、科学と技術分野の動向を注視し、研究開発活動に係わる租税優遇政策、政策支援政策及び知的財産権などの
専門分野において高度な洞察と豊富な経験を有し、企業の研究開発管理体制の構築及び最適化、租税優遇政策及び支
援政策の適用申請、知的財産権の計画及び取組みなどに関して提案・サービスを提供いたします。 

KPMGは今後も、国・地方が後続して公布される科学技術の革新に係る優遇政策および細則を注視し、関連する専門的な
意見や提案を提供して参ります。関連する政策の分析及び実務に対する提案に関しては、お気軽にKPMGのプロフェッショナル
スタッフまでお尋ねください。
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